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急傾斜地崩壊対策事業の促進
河川改修の促進
防犯灯等の整備の促進
民生委員・児童委員活動に対する支援
障害者の社会参加の促進
介護予防・生活支援対策事業の推進
高齢者社会参画促進事業の推進
子育て支援事業の推進
各種検診事業の実施
スポーツ・レクリエーション施設の利用案内・予約シ
ステム等によるネットワーク化の推進 など

幼稚園施設の整備
校舎の大規模改造、増改築
屋内運動場の大規模改造、増改築
教育用コンピュータの整備
冒険ランドいおうじま（仮称）等、青少年教育施設にお
ける体験活動の実施
生涯学習関連施設のネットワーク化の推進
公民館講座の充実
図書館・図書室のネットワーク化の推進
文化財の保護・活用
コミュニティ施設整備の促進 など

産業廃棄物監視・指導体制の充実
公園緑地の整備
屋外広告物景観対策の推進
市営住宅の建設・建替
市営住宅の全面的改善・個別改善
市道の新設・改良
交通安全施設の整備
安全でおいしい水の供給
水道施設の整備、拡充
小型合併処理浄化槽の設置促進 など

都市計画の策定
公共用地の未利用地の有効活用
農村地域における生活環境（道路、集会施設等）の整備
都市・農村交流の促進
海を生かした新たな観光・レクリエーションの検討
高規格幹線道路・地域高規格道路の整備促進
国道・県道の整備促進
街路事業の推進
市民情報ネットワークの充実
姉妹都市等、国際・国内交流事業の推進 など

観光地・観光施設の整備
観光ゾーンの整備充実及び観光ルートの形成・整備
グリーンツーリズムの促進
商店街活性化事業の推進
成長産業等の誘致及び創業・ベンチャー企業等の育成
支援
地域特産物の販路拡大
農業担い手の育成支援
農業用土地基盤整備の推進
森林整備の推進
栽培漁業の推進 など
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介護予防・生活支援対策事業の推進
高齢者社会参画促進事業の推進
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各種検診事業の実施
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生涯学習関連施設のネットワーク化の推進
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【安 心 健 康 都 市】

【個 性 創 造 都 市】

【快 適 環 境 都 市】

【交 流 拠 点 都 市】

【産 業 活 力 都 市】

地域福祉館の整備
校区公民館の整備
図書館・図書室の整備充実
既存集落の活性化のための市営住宅の建設

人口 万人を擁する県都として、経

済、文化、行政など各面にわたる機

能が一層充実され、南九州の中核都

市として、さらに飛躍するまちづく

りが進みます。

市 町それぞれの地域特性を生か

して、集積された高次都市機能と豊

かな自然が調和するまちづくりが可

能となります。

観光振興、防災対策、道路整備、水

資源対策など広域的な視点に立った

まちづくりが推進され、計画的で効

果的な行政が推進されます。

急速な少子高齢化など社会環境の変

化に的確に応える専門性の高い行政

サービスが持続的に展開されます。

地域のまちづくりを地域自らが進め

られるよう、専門的能力の高い人材

を生かして、自己決定 自己責任の

原則に立った真の地方分権が推進さ

れます。

国・地方を通じた厳しい財政状況の

中で、合併によるスケールメリット

を発揮し、質の高い持続的な行政

サービスを展開できる行財政基盤が

確立されます。

人口 万人を擁する県都として、経

済、文化、行政など各面にわたる機

能が一層充実され、南九州の中核都

市として、さらに飛躍するまちづく

りが進みます。

市 町それぞれの地域特性を生か

して、集積された高次都市機能と豊
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能となります。

観光振興、防災対策、道路整備、水

資源対策など広域的な視点に立った

まちづくりが推進され、計画的で効

果的な行政が推進されます。
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地域のまちづくりを地域自らが進め

られるよう、専門的能力の高い人材

を生かして、自己決定 自己責任の

原則に立った真の地方分権が推進さ

れます。

国・地方を通じた厳しい財政状況の

中で、合併によるスケールメリット

を発揮し、質の高い持続的な行政

サービスを展開できる行財政基盤が

確立されます。

さらに飛躍するまちづくり

地域特性を生かしたまちづくり

広域的なまちづくり

行政サービスの向上

地方分権の推進

行財政基盤の確立

この計画においては、広域的な道路整備や港湾整備など、県
が事業主体となる事業も盛り込んでいます。
地域高規格道路、県道等の整備
（国道 号バイパス道路、南薩縦貫道など）
鹿児島港港湾整備事業の推進
鹿児島駅周辺地区鉄道高架化事業の推進 など


